
第１部

市 勢 編

■市　域

■気象・地震

■人　口

■横浜のあゆみ

■横浜の経済

■横浜港
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　横浜市は神奈川県の東端に位置し、
東は東京湾、北は川崎市、西は町田
市・大和市・藤沢市、南は鎌倉市・
逗子市・横須賀市に接しています。
横浜市の中心部から東京都心部まで
は、約 30 キロメートルです。我が
国を代表する国際貿易港である横浜
港を基盤として、首都圏の中核都市
としての役割を担っています。総面
積は、約 438 平方キロメートルで、
これは東京 23 区の約７割にあたり
ます。
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市の位置
東西 23.6 キロメートル

（東経 139°27′53″〜 139°43′31″）
南北 31.1 キロメートル

（北緯　35°18′45″〜　 35°35′34″）



3

年　月　日

明治２２.４. １
３４.４. １
４４.４. １

大正９.１０. １
昭和２. ４. １

２.１０. １
１０.１０. １
１１.１０. １
１２. ４. １
１４. ４. １

〃
１８.１２. １
１９. ４. １
２３.５.１５
２５.１０. １
３０.１０. １
３５.１０. １
４０.１０. １
４４.１０. １

〃
４５.１０. １
５０.１０. １
５５.１０. １
６０.１０. １
６１.１０. １
６１.１１. ３
６２.１０. １

平成３.１０. １
６.１１. ６

令和5. 7. ５
現在

事　　　項

市 制 施 行
第１次市域拡張
第２次市域拡張

−
第３次市域拡張

区 制 施 行
−

第４次市域拡張
第５次市域拡張
第６次市域拡張

区 新 設
行政区再編成

〃
〃
−
−
−
−
−

行政区再編成
−
−
−
−
−

行政区再編成
−
−

行政区再編成
埋立地編入

面　積
km2

5.40
24.80
36.71
37.03
133.88

−
135.63
168.02
173.18
400.97

−
−
−
−

408.66
405.56
405.60
412.94
417.29
−

417.63
421.46
426.72
430.75
430.80
−

431.57
433.17
−

435.95

拡　　　張　　　地　　　域

久良岐郡戸太町、本牧村、中村、根岸村、橘樹郡神奈川町、保土ケ谷町の一部
橘樹郡保土ケ谷町の一部、子安村の一部、久良岐郡屏風浦村の一部、大岡川村の一部
第２次市域拡張の数値に千若町、守屋町の埋立てを加えた数値
橘樹郡鶴見町、旭村、大綱村、城郷村、保土ケ谷町、都筑郡西谷村、久良岐郡大岡川
村、日下村、屏風浦村
鶴見区、神奈川区、中区、保土ケ谷区、磯子区が誕生
第４回国勢調査の際、「全国市町村別面積調」による内閣統計局の公表数値
久良岐郡金沢町、六浦荘村、鎌倉郡永野村
橘樹郡日吉村の一部
都筑郡新治村、田奈村、中里村、川和町、新田村、中川村、山内村、都岡村、二俣川
村、鎌倉郡戸塚町、川上村、豊田村、大正村、中和田村、中川村、瀬谷村、本郷村
港北区、戸塚区が誕生
中区から南区が誕生
中区から西区が誕生
磯子区から金沢区が誕生
第７回国勢調査の際、「国勢調査結果報告」による総理府統計局の推定数値
第８回国勢調査の際、「国勢調査結果報告」による総理府統計局の推定数値
第９回国勢調査の際、「国勢調査結果報告」による総理府統計局の推定数値
第 10 回国勢調査の際、「国勢調査結果報告」による総理府統計局の推定数値
建設省国土地理院公表の数値
南区から港南区、保土ケ谷区から旭区、港北区から緑区、戸塚区から瀬谷区が誕生
建設省国土地理院公表の数値
〃
〃
〃
〃
戸塚区から栄区、泉区が誕生
建設省国土地理院公表の数値
横浜市区別町別面積調の数値
港北区、緑区から青葉区、都筑区が誕生
埋立てによる拡張（複数回）

（注）　	1　大正９年第１回国勢調査の際、内閣統計局の公表数値は 33.00km2 です。
　　　2　昭和 25 年の建設省地理調査所公表の数値は 408.9km2 です。
　　　3　昭和 30、35、40 年の面積は金沢区と横須賀市の境界未定のため、総理府統計局の推定数値を掲載しました。
　　　4　面積は、昭和 63 年国土地理院発行の 2万 5 千分の 1の地形図を基に計測した数値に、埋立及び境界変更の告示の面積変化を加算減し算出した
　　　　		数値です。

市域の変遷

■市制施行後の市域拡張と行政区再編成

明治２２年　市制施行 明治４４年　第２次市域拡張 昭和１２年　第５次市域拡張 昭和１４年　第６次市域拡張
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気象・地震
■全般
　1月から2月にかけては冬型の気圧配置や高気
圧に覆われて晴れた日が多くなりましたが、低気
圧や前線及び気圧の谷の影響で、雨や雪、みぞれ
が降った日もありました。3月の上旬から中旬に
かけては高気圧に覆われて晴れた日が多くなりま
したが、下旬は低気圧や前線及び気圧の谷の影響
で曇りや雨の日が多くなりました。4月から5月
は数日の周期で天気が変化しました。6月は前線
が本州付近に停滞し、湿った空気の影響で曇りや
雨の日が多くなり、上旬は前線上の低気圧が通過
した影響で、大雨となった日もありましたが、月
の後半を中心に高気圧に覆われて晴れた日もあり
ました。7月から9月は高気圧に覆われて晴れた
日が多くなりましたが、低気圧や上空の寒気、湿
った空気、台風の影響で曇りや雨、雷雨、大雨と
なった日もありました。10月の前半は前線や湿
った空気、低気圧の影響で曇りや雨、大雨となっ
た日がありました。10月の後半から11月は、高
気圧に覆われて晴れた日が多くなりましたが、11

月の半ばころには低気圧や前線の影響で雨や雷雨
となった日もありました。12月は冬型の気圧配
置や高気圧に覆われて晴れた日が多くなりました
が、低気圧や湿った空気の影響で雨が降った日も
ありました。
■気温
　横浜の年平均気温は、18.0℃（平年差＋
1.8℃）で平年よりかなり高くなりました。
■降水量
　横浜の年降水量は、1377.0mm（平年比 80％）
で平年よりかなり少なくなりました。
■日照時間
　横浜の年間日照時間は、2410.0 時間（平年比
119％）で平年よりかなり多くなりました
■神奈川県に影響を及ぼした台風
・	 5月 20日 15時にカロリン諸島近海で発生した
台風第2号は、30日には沖縄の南海上を北上
し、大型の勢力で 6月 1日夜遅くに沖縄に最
接近しました。その後、進路を東寄りに変え
て本州の南海上を東北東に進み、3日の朝には
紀伊半島の南海上に接近した後、3日の 15時
に伊豆諸島近海で温帯低気圧に変わりました。
県内では、台風や停滞する前線の影響で 2日
から 3日は大雨となり、人的被害、建物の一

令和5年の気象・地震概況

部損壊、がけ崩れ、農業被害などが発生しま
した。

・9月 5日に日本の南で発生した台風第13号は、
7日にかけて日本の南を北上し、8日には東海
道沖に進んで熱帯低気圧に変わりました。そ
の後、熱帯低気圧は 9日にかけて東海道沖に
ほとんど停滞しました。県内では、台風や湿
った空気の影響で 8日は大雨となり、建物の
一部損壊、停電などの被害が発生しました。
なお、令和5年の台風の発生数は17個（平年値
25.1 個）で、接近数（全国）は 9個（平年値
11.7個）、上陸数は1個（平年値3.0個）でした。

■地震
　横浜地方気象台（横浜市中区山手町）で震度
1以上を観測した地震は 39回でした。
また、横浜市内で震度 3以上を観測した地震は、
以下の 4回でした。
		発生日　			震央地名				横浜市内の最大の震度
5月 11 日		千葉県南部　　　　		震度 4
5 月 26 日		千葉県東方沖　　　		震度 3
6 月		4 日		千葉県北西部　　　		震度 3
9 月		5 日		千葉県北西部　　　		震度 3

	（横浜地方気象台まとめ）

注 1　平年値は、１９９１年～２０２０年までの３０年間の平均値である。　注 2　震度１以上の地震回数は、横浜市中区山手町で震度１以上を観測した地震の回数である。　
注 3　データに付加した「 ） 」は、許容範囲内の欠側を含む値である（準正常値）。　注 4　データに付加した「 ］ 」は、許容範囲を超える欠測を含む値である（資料不足値）。
注 5　目視観測自動化にともない、令和元年２月１日以降の雲量の観測値はない。

令和 5 年（2023 年）　横浜地方気象台年表 横浜地方気象台
海面気圧（hPa） 平均気温（℃） 日最高気温（℃）日最低気温（℃） 相対湿度（％） 平均雲量

　（１０分比）
日照時間
（時間）

日照率
（％）平均 平年 平均 平年 平均 平年 平均 平年 平均 平年

平成２9 年
30 年

令和元年
令和２年
令和 3 年
令和 4 年

1013.1	
1014.2	
1014.0	
1013.9	
1014.3	
1014.0			

1013.7	
1013.7	
1013.7	
1013.7	
1013.7	
1013.7			

16.3	
17.1	
16.9	
17.0	
17.0	
16.7				

16.2	
16.2	
16.2	
16.2	
16.2	
16.2		

20.3	
21.1	
20.9	
20.9	
21.1	
20.8			

20.2	
20.2	
20.2	
20.2	
20.2	
20.2			

13.0	
13.9	
13.7	
13.8	
13.7	
13.5		

13.0	
13.0	
13.0	
13.0	
13.0
13.0				

67	
68	
68	
70	
68	
69			

67	
67	
67	
67
67	
67		

6.6	
6.7	
3.4]

		

2174.6	
2194.6	
2020.7	
2005.1	
2215.8	
2111.1				

49	
50	
46	
45	
50	
48		

令和 5 年 1014.5		 1013.7		 18.0	 16.2		 22.2	 20.2	 14.6		 13.0	 67		 67	 2410.0	 54		
１月
２月
３月
４月
５月
６月
７月
８月
９月

１０月
１１月
１２月

1016.3	
1019.4	
1019.1	
1014.4	
1013.9	
1008.9	
1010.1	
1009.7	
1012.4	
1014.3	
1016.7	
1018.3	

1015.6	
1015.9	
1015.1	
1013.8	
1011.8	
1009.0	
1008.7	
1010.0	
1012.9	
1016.5	
1018.1	
1016.9	

6.4	
7.9	
13.2	
16.6	
19.0	
23.2	
28.2	
29.1	
26.9	
19.5	
15.2	
10.2		

6.1	
6.7	
9.7	
14.5	
18.8	
21.8	
25.6	
27.0	
23.7	
18.5	
13.4	
8.7	

10.2	
11.8	
17.5	
21.0	
23.4	
27.2	
32.9	
33.7	
30.9	
23.6	
19.3	
14.6		

10.2	
10.8	
14.0	
18.9	
23.1	
25.5	
29.4	
31.0	
27.3	
22.0	
17.1	
12.5	

3.0	
4.1	
9.6	
13.0	
15.5	
20.1	
25.0	
26.3	
24.3	
16.0	
11.5	
6.6	

2.7	
3.1	
6.0	
10.7	
15.5	
19.1	
22.9	
24.3	
21.0	
15.7	
10.1	
5.2	

54	
53	
68	
61	
71	
79	
73	
78	
78	
64	
64	
56		

53	
54	
60	
65	
70	
78	
78	
76	
76	
71	
65	
57	

191.7	
171.9	
169.4	
204.9	
208.0	
149.0	
278.0	
262.8	
185.5	
210.6	
173.8	
204.4	

62	
57	
46	
52	
48	
34	
63	
63	
50	
60	
56	
68	

平均風速
（m/s）

最多風向
(16 方位 )

降水量
（mm）

階　　級　　別　　日　　数 震度 1
以上の

地震回数
日最大風速 (m/s） 日降水量（ｍｍ）
≧１０．０ ≧１５．０ ≧０．０ ≧０．５ ≧１．０ ≧１０．０ ≧３０．０

平成２9 年
30 年

令和元年
令和２年
令和 3 年
令和 4 年

3.5	
3.7	
3.5	
3.6	
3.5	
3.4		

N
N
N)
N
N)
N)

1628.5	
1573.5	
1937.0	
1687.5	
2056.5	
1657.5	

34	
38	
33	
36	
35	
25		

1	
2	
2	
0	
2	
0	

196	
195	
224	
228	
214	
200			

111	
117	
130	
128	
119	
127	

97	
104	
111	
108	
105	
112	

48	
52	
49	
46	
47	
47

16	
21	
13	
18	
17	
17	

43	
47	
40	
51	
44	
47	

令和 5 年 3.6	 N) 1377.0	 30	 1		 178	 95	 87	 36	 14	 39	
１月
２月
３月
４月
５月
６月
７月
８月
９月

１０月
１１月
１２月

3.3	
4.2	
3.5	
4.3	
3.7	
2.9	
3.8	
3.5	
3.4	
3.3	
3.7	
3.1			

N
N
N
N
N
SSW)
SW
SSW
SSW
N
N
N)

16.5	
41.0	
140.0	
95.0	
220.5	
333.0	
47.0	
110.0	
148.5	
134.5	
57.5	
33.5		

4	
7	
2	
4	
2	
2	
1	
0	
1	
1	
2	
4			

0	
0	
0	
0	
1	
0	
0	
0	
0	
0	
0	
0	

13	
10	
18	
14	
17	
23	
14	
16	
20	
12	
13	
8		

6	
4	
12	
8	
12	
12	
4	
11	
10	
5	
7	
4			

5	
4	
11	
7	
11	
12	
3	
11	
9	
4	
7	
3			

0
2
5
3
7
5
2
3
3
4
1
1

0	
0	
1	
1	
2	
3	
1	
1	
1	
3	
1	
0			

4	
0	
4	
1	
7	
4	
6	
0	
4	
1	
2	
6		
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人口増加数 社会増加数 自然増加数

人口

人口動態の推移

■人口の動き

　令和２年国勢調査結果を基礎とし
た令和６年１月１日現在の横浜市の
総人口は 3,769,220 人、 世帯数は
1,800,110 世帯でした。また、男性は
1,857,980人、女性は1,911,240人であり、
１世帯あたりの人員は2.09人でした。
　昭和40年以降の横浜市の人口の推
移をみると、48年に250万人を超え、
53年に東京都区部に次いで大都市中
第２位となりました。昭和 60年に
300万人を超え、平成14年に 350万
人を、25年には370万人を突破しま
した。
　平成以降の人口増加数の動きをみ
ると、７年に7,049人に低下した後、
13年に 36,405 人に増加しましたが、
その後は減少に転じ、22年以降は小
さく増減を繰り返しながら１万人未
満で推移しています。29年に1,988人
と大きく減少した後、令和元年に
8,985人まで増加しましたが、２年は
5,278人と再び減少し、３年には人口
減少に転じました。５年もマイナス

375人と減少を続けています。

■社会増加数

　経済の拡大期には、東京圏への人
口集中等に伴い、社会増加数（≒転
入数−転出数）が自然増加数（＝出
生数−死亡数）を上回る伸びを示し
ました。
　その後の景気低迷のなかで社会増
加数は年々低下し、平成６年にはマ
イナスとなりました。
　その後増減を繰り返しながら、直
近では令和元年をピークに減少傾向
にあります。
　令和５年中の転入者数は前年より
1,081 人多い	149,213 人、転出者数は
前年より1,200人少ない133,972人で、
その他の異動数を加えた社会増加数
は16,117人となり、前年に比べると
2,812人増加しています。行政区別の
社会増加数では、南区、中区、鶴見
区の順で多くなっています。

■自然増加数

　出生数は第２次ベビーブーム（昭
和 46 年〜 49 年）をピークにその後
減少し、昭和 61 年以降は３万人台
前半で推移していましたが、平成
28 年に３万人を割り込みました。
　一方、死亡数は増加傾向にあり、
28 年に出生数を上回ると、以降は
自然増加数のマイナスが続いてい
ます。
　令和５年の出生数は 22,954 人、
死亡数は 39,446 人で、自然増加数
は 16,492 人のマイナスでした。

■行政区別の人口

　令和６年１月１日現在の人口を
行政区別にみると、最も多いのは港
北区の 363,062 人で、以下青葉区
309,079 人、鶴見区 295,648 人と続
いています。人口が最も少ないのは
西区の106,376人で、栄区120,900人、
瀬谷区 121,571 人の順となっていま
す。
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■横浜市の住民基本台帳の外国人住民数の推移
■昼夜間人口

（令和２年国勢調査）

　昼間人口とは、横浜市の常住人口
（夜間人口）に、市外に常住し市内
に通勤・通学する者の数（流入人口）
を加え、市内に常住し市外に通勤・
通学する者の数（流出人口）を減じ
たものをいいます（買い物等の移動
は含みません。）。また、夜間人口
100 に対する昼間人口の割合を昼夜
間人口比率といい、都市の活力を示
す指標として使われています。
　令和２年国勢調査によると、令和
２年 10 月１日現在の横浜市の常住
人口は 3,777,491 人、流入人口は
509,203人、流出人口は846,624人で、
昼間人口は 3,440,070 人となり、平
成 27 年の国勢調査結果と比較する
と、昼間人口が約７万人の増となっ
ています。昼夜間人口比率は91.1で、
平成 27 年の 90.5 と比べ 0.6 ポイン
ト上昇しています。
注）不詳補完値による。

■行政区別昼夜間人口比率
（令和２年国勢調査）

　昼夜間人口比率を行政区別にみる
と、最も高いのは西区で 210.4、次
いで中区で 168.7 となっており、そ
の他の区では 100 を下回っていま
す。一方、昼夜間人口比率が低い区
をみると、南区が 74.0 と最も低く、
次いで泉区が 76.5 となっています。
注）不詳補完値による。

■横浜市の外国人住民数

　令和５年度末現在の横浜市の外国
人住民数は 117,922 人で横浜市の人
口 3,767,653 人（令和６年４月１日
現在推計）の 3.1 パーセントに当た
り、令和４年度末に比べ 9,530 人、
8.8 パーセント増加し、５年前の平
成 30 年度末に比べると 19,162 人、
19.4 パーセント増加しています。
　国籍別に見ると、中国が 43,145
人と最も多く、12,467 人の韓国が
続いています。４年度末に比べて、

中国は 2,683 人増加しています。構
成比では中国が 36.6 パーセントで
す。
　行政区別に見ると、中区が 17,424
人で全市の 14.8 パーセントを占め
て最も多く、以下、鶴見区（15,613 人、
13.2 パーセント）、南区（12,597 人、

10.7 パーセント）の順で続き、最少
は栄区（1,623 人、1.4 パーセント）
となっています。

（年度末日現在）
H２７ H２８ H２９ H３０ 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

１２０

１１５

１１０

１０５

１００

９５

９０

８５

８０

７５

７０

６５

６０

５５

５０

４５

４０

３５

３０

２５

２０

１５

１０

５

０

（千人）

H２６

その他
ベトナム
米　国
～H２９ブラジル、 H３０～インド
フィリピン
～H２７韓国・朝鮮、 H２８～韓国
中　国

８２，４８９

８７，５６３

９２，１３９

９８，７６０ ９８，７52

１０8，392

117，922

１０５，２８７

１０1，614

７８,５７６
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安政元（１８５４）年
　　５（１８５８）年
　　６（１８５９）年

文久２（１８６２）年
明治元（１８６８）年
　　２（１８６９）年

　　３（１８７０）年
　　５（１８７２）年
　　６（１８７３）年
　　７（１８７４）年
　　１１（１８７８）年

　　１３（１８８０）年

　　１４（１８８１）年
　　２０（１８８７）年
　　２２（１８８９）年
　　２３（１８９０）年

　　２４（１８９１）年
　　２５（１８９２）年
　　２７（１８９４）年

　　２８（１８９５）年

　　３２（１８９９）年
　　３４（１９０１）年
　　３７（１９０４）年
　　３９（１９０６）年
　　４１（１９０８）年
　　４２（１９０９）年
　　４４（１９１１）年

大正６（１９１７）年
　　８（１９１９）年

　　１０（１９２１）年
　　１２（１９２３）年
　　１５（１９２６）年
昭和２（１９２７）年

　　３（１９２８）年
　　５（１９３０）年
　　６（１９３１）年
　　１０（１９３５）年
　　１１（１９３６）年
　　１２（１９３７）年
　　１４（１９３９）年

　　１６（１９４１）年
　　１７（１９４２）年
　　１８（１９４３）年
　　１９（１９４４）年

　　
　　２０（１９４５）年

　

　　２１（１９４６）年

日米和親条約（神奈川条約）を締結する。
日米修好通商条約を締結する。
横浜が開港（旧暦６月２日）される。
応接所跡に運上所が置かれる。
横浜町（５か町）ができる。
生麦事件が起きる。
神奈川県が置かれる。
横浜灯明台役所・裁判所間に電線が敷かれる（電信のはじめ）。
吉田橋が鉄橋になる（鉄橋のはじめ）。
横浜毎日新聞（我が国最初の日刊日本語新聞）が創刊される。
新橋・横浜間に鉄道が開通する。
横浜商人が生糸改会社を設立する。
十全病院（横浜市大病院の前身）ができる。
郡区町村編成法を公布する。横浜第一大区は久良岐郡から独立
して横浜区となり、横浜区長が管轄する。
横浜商法会議所（現在の横浜商工会議所）が設立される。
横浜正金銀行が本町に設立される。
横浜連合生糸荷預所を設立する。
県営水道ができ、野毛山貯水場から市街への配水が始まる。
横浜に市制が敷かれる（４月１日）（人口116,193人・面積5．40	km2）。
横浜貿易新聞が創刊される。
水道が市営になる。
横浜共同電灯会社が初めて電灯を点火する。
十全病院が市営になる。
ガス局が市営になる。
伊勢佐木・石川・山手の３消防組ができる。
横浜港鉄桟橋（現在の大さん橋）が完成する。
生糸検査所が設立される。
横浜商業会議所（横浜商法会議所の後身）が設立される。
条約改正で居留地が撤廃される。
第１次市域拡張（人口 299,202 人・面積 24．80km2）。
横浜電気鉄道（後の市電）、神奈川・大江橋間が開通する。
本牧三渓園が公開される。
横浜鉄道、東神奈川・八王子間（現在の JR横浜線）が全通する。
開港 50 年記念祭が行われる。市章・市歌を制定する。
２代目市庁舎が完成する。
第２次市域拡張（人口 444,039 人・面積 36．71km2）
開港記念横浜会館が開館する。
千歳町から出火、８か町、3,248 戸を焼失する（埋地の大火）。
主要道路を中心に都市計画を立てる。
市内電車が市営となる。
関東大震災で大きな被害を受ける。
野毛山公園が開園する。
第３次市域拡張（人口 529,300 人・面積 133．88km2）。
区制を施行する（10月）。鶴見区・神奈川区・中区・保土ケ谷区・
磯子区が誕生。
市バスが開業する（７路線・30．2 ㎞）。
山下公園が開園する。
横浜市中央卸売市場を開設する。
復興記念横浜大博覧会が開催される。
第４次市域拡張（人口 738,400 人・面積 168．02km2）。
第５次市域拡張（人口 759,700 人・面積 173．18km2）。
第６次市域拡張（人口 866,200 人・面積 400．97km2）。
港北区・戸塚区が誕生する（４月）。
太平洋戦争に突入する。
人口が 100 万人を超える。
中区の一部が南区になる（12 月）。
中区の一部が西区になる（４月）。
市会は図書館へ、市庁舎は老松国民学校などの鉄筋コンクリー
ト校舎に移転する。
横浜大空襲（５月29日）、市街地の46パーセントが被害を受ける。
ポツダム宣言を受け、日本が降伏する（８月 15 日）。
市の中心部、港湾を中心に土地（918 万㎡）・建物（96 万㎡）が接
収される。
日本国憲法が公布される（11 月３日）。22 年５月３日施行。

横浜のあゆみ

　文献でたどることのできる横浜の
起源は、11世紀まで遡ることができま
す。横浜は桓武平氏の出身といわれ
る、平良文の子孫の一族、平子氏に
よって支配されていました。この支配
は、その後16世紀まで続きます。
　12 世紀、鎌倉時代になると、横
浜地方の開発も進み、金沢では、北
条氏により、称名寺や金沢文庫が建
てられ、また小机では、佐々木泰綱
により水田が開かれました。
　その後、江戸幕府のもとでは、大
部分が旗本領、幕府直轄の天領でし
たが、大名領としては、金沢の六浦
藩がありました。
　1601（慶長６）年、神奈川、保土ケ
谷が、次いで、1604（慶長９）年には、
戸塚が東海道の宿駅となり、19 世
紀前期になると、人口も増え、特に
神奈川は城下町小田原と肩を並べる
ほどになりました。

■開港

　1854（安政元）年、日本代表林大学
頭と米国代表ペリーとの間で、日米
和親条約（神奈川条約）が結ばれま
した。その後、1858（安政５）年、米
国総領事ハリスによって日米修好通
商条約が結ばれ、続いてオランダ、
ロシア、英国、仏国とも通商条約が
締結され、横浜の開港は1859年７月
１日（太陰暦では安政６年６月２日）
と定められました。
　幕府はこの年、運上所を置き、こ
れを境界として以南を外国人居留
地、以北を日本人居住地としました。
日本人居住地を、５区域に分割して、
横浜町と名付け、各区域に名主を置
き総年寄が町全体を統括しました。

■市制施行

　1889（明治 22）年４月１日に市制
が施行されました。市域は、現在の
中区のうち本牧、根岸を除いた狭い
区域でしたが、すでに戸数27,209戸、
人口 121,985 人に達していました
（1889 年末現在）。

■開港前 ■歴史年表
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　　２２（１９４７）年
　　２３（１９４８）年
　　２４（１９４９）年
　　２５（１９５０）年

　　２６（１９５１）年
　　２７（１９５２）年
　　２８（１９５３）年
　　２９（１９５４）年
　　３１（１９５６）年
　　３３（１９５８）年
　　３４（１９５９）年
　　３６（１９６１）年

　　３７（１９６２）年
　　３９（１９６４）年

　　４０（１９６５）年
　　４１（１９６６）年
　　４２（１９６７）年
　　４３（１９６８）年

　　４４（１９６９）年

　　４５（１９７０）年

　　４６（１９７１）年
　　４７（１９７２）年

　　４８（１９７３）年

　　４９（１９７４）年

　　５１（１９７６）年
　　５２（１９７７）年
　　５３（１９７８）年

　　５４（１９７９）年
　　５５（１９８０）年
　　５６（１９８１）年

　　５７（１９８２）年
　　５８（１９８３）年
　　５９（１９８４）年
　　
　　６０（１９８５）年
　　

　　６１（１９８６）年

　　６２（１９８７）年

　　６３（１９８８）年

平成元（１９８９）年

地方自治法が施行される（４月）。市長公選が行われる。
磯子区の一部が金沢区になる（５月）。
野毛、反町で日本貿易博覧会を開催する。
横浜国際港都建設法が公布される。
市役所が貿易博反町会場跡に移転する。
横浜港の管理権が国から市へ移る。
大さん橋が接収解除となる。
第１回みなと祭が開催され、国際仮装行列が行われる。
開国百年祭が行われる。
政令指定都市となる。
開港百年祭が行われる。
７代目市庁舎が完成する。
マリンタワーが開業する。
大黒町地先埋立てが完成する。
港の見える丘公園・横浜文化体育館が完成する。
根岸線（桜木町・磯子間）が開通する。
東海道新幹線が開通し新横浜駅ができる。
「横浜の都市づくりの将来計画の構想」を発表する。
「横浜国際港都建設総合計画」を発表する。
平潟湾の埋立てが完成する。
市営地下鉄（上大岡・関内間）の建設に着手する。
人口が 200 万人を超える（全国第３位）。
行政区の再編成により、南区から港南区、保土ケ谷区から旭区、
港北区から緑区、戸塚区から瀬谷区が誕生し、14 区となる（10 月）。
本牧市民公園が誕生する。
港北ニュータウン建設事業に着手する。
根岸線（磯子・洋光台間）が開通する。
金沢地先埋立て事業に着手する。
市営地下鉄（上大岡・伊勢佐木長者町間）の営業を開始する。
市電、トロリーバスを全て廃止する。
「横浜市基本構想」に基づく「横浜市総合計画 1985」と第１次
５か年指標を策定する。
根岸線全線（洋光台・大船間）開通する。
第２回アジア卓球選手権大会が開催される。
各区で区民会議が誕生する。
人口が 250 万人を超える。
市営地下鉄（上永谷・横浜間）が開通する。
新（第２次）５か年指標を策定する。
人口が 2,729,433 人に達し、全国で第２位となる。
大通り公園、横浜スタジアムが完成する。
横浜シティ・エア・ターミナル（YCAT）が開業する。
横浜ベイブリッジ建設事業に着手する。
「よこはま 21 世紀プラン」を策定する。「よこはま 21 世紀プラ
ン第１次実施計画（1981 〜 1985）」を策定する。
横浜開港資料館がオープンする。
「国連アジア太平洋都市会議」が開催される。
「みなとみらい 21 事業」に着手する。
横浜こども科学館がオープンする。
金沢シーサイドライン建設に着手する。
「よこはま21世紀プラン第２次実施計画（1986〜1989）」を策定
する。
市営地下鉄（舞岡・新横浜間）が開通する。
人口が 300 万人を超える。帆船「日本丸」が公開される。
戸塚区から栄区・泉区が誕生する（11 月）。
横浜人形の家がオープンする。関内ホールがオープンする。
近代水道 100 周年、水道記念館がオープンする。
市営地下鉄（舞岡・戸塚間）が開通する。
国連「ピース・メッセンジャー」（平和の使徒）に認定される。
各区で市政 100 周年記念事業地域イベントが開催される。
横浜女性フォーラムが開館する。
市政 100 周年・開港 130 周年記念式典が行われる。
横浜博覧会がみなとみらい 21 地区で開催される（３月 25 日〜
10 月１日）。
新交通金沢シーサイドライン（新杉田・金沢八景間）が開通する。
市の花として「バラ」を制定する。

　開港当初、横浜からは生糸・茶・
海産物が輸出され、絹織物・毛織物
が輸入されましたが、貿易は外国商
館の手に握られていました。横浜商
人は 1873（明治６）年に生糸改会社
を、1881（明治 14）年に生糸荷預所
を設立して居留地貿易の主導権を確
立しました。
　明治 20 年代に入ると、1887（明治
20）年に県営水道ができ、1890（明
治 23）年に横浜共同電灯会社が初
めて電灯を点火し、1891（明治 24）
年十全病院が、翌年ガス局・報時所
が市営に移管されるなど、横浜の都
市基盤の整備がなされました。
　さらに、1895（明治 28）年の生糸
検査所の設立と、商業会議所の設立
は、近代貿易都市の機能を確立する
ものでした。　

　1923（大正 12）年９月１日、関東
大震災のため、横浜市の家屋建築物
はことごとく倒壊して、火の海と化
しました。死者２万余人、全壊家屋
６万戸を出し、徹底的に打ちのめさ
れましたが、市民の懸命の努力によ
って、1929（昭和４）年には、ほぼ旧
状に復しました。

　1901（明治 34）年、1911（明治 44）
年に続いて、1927（昭和２）年には、
第３次の市域拡張が行われ、鶴見町、
保土ケ谷町などを編入、同年 10 月
には区制が敷かれ、市域を中区、磯
子区、神奈川区、保土ケ谷区、鶴見
区の５区に分けました。1936（昭和
11）年に第４次、翌 1937（昭和 12）年
に第５次拡張と続き、1939（昭和
14）年の第６次拡張によって、港北
区、戸塚区を新設しました。さらに
その後、区域変更を行い、1948（昭
和 23）年までに南区、西区、金沢区
の３区が置かれ、合計 10 区となり
ました。1969（昭和 44）年には港南区、

■近代貿易都市

■関東大震災

■区の新設
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横浜ベイブリッジが開通する。
「よこはま21世紀プラン第3次実施計画（1990〜1994）」を策定する。
みなとみらい 21 地区に横浜国際平和会議場が完成する（７月）。
国連ピース・メッセンジャー都市会議が、横浜国際平和会議場
で開催される（８月）。
金沢自然公園の建設が完了する。
「横浜業務核都市基本構想」が国の承認を得る。
市営地下鉄３号線（新横浜・あざみ野間）が開通する。
横浜八景島がオープンする。
新総合計画「ゆめはま 2010 プラン（長期ビジョン）」を策定する。
横浜市中央図書館が全面オープンする（４月）。
国連防災世界会議がパシフィコ横浜で開催される（５月）。
第 10 回国際エイズ会議がパシフィコ横浜で開催される（８月）。
行政区の再編成により、港北区・緑区から青葉区・都筑区が誕
生し、18 区となる（11 月）。
「ゆめはま 2010 プラン事業計画」を策定する。
横浜市歴史博物館がオープンする（１月）。
横浜能楽堂が開館する（６月）。
第７回国際廃棄物会議がパシフィコ横浜で開催される（10 月）。
「ゆめはま 2010 プラン５か年計画（1997 〜 2001）」を策定する。
「シティネット 97 横浜−アジア太平洋都市間協力ネットワーク
会議−」がみなとみらい 21 地区で開催される（11 月）。
横浜国際総合競技場がオープンする（３月）。
横浜みなとみらいホールがオープンする（５月）。
横浜国際プールがオープンする（７月）。
よこはま動物園（ズーラシア）が開園する（４月）。
脳血管医療センターが開院する（８月）。
市営地下鉄（戸塚・湘南台間）が開通する（８月）。
横浜ワールドポーターズがオープンする（９月）。
市大医学部附属市民総合医療センターが開院する（１月）。
横浜情報文化センターがオープンする（10 月）。
「横浜トリエンナーレ 2001」が開催される（９月〜 10 月）。
赤レンガ倉庫がオープンする（４月）。
横浜港大さん橋国際客船ターミナルがオープンする（５月）。
2002 FIFAワールドカップ™決勝戦等が横浜国際総合競技場で
開催される（６月）。
人口が 350 万人を超える（10 月）。
横浜都市発展記念館、横浜ユーラシア文化館がオープンする（３月）。
みなとみらい線が開業する（２月）。
「横浜市基本構想（長期ビジョン）」を策定する（６月）。
「横浜市中期計画」を策定する（12 月）。
市営地下鉄「グリーンライン」（中山・日吉間）が開通する（３月）。
第 4回アフリカ開発会議が開催される（５月）。
横浜みどり税が創設される（4月）。
開国博Y150 が開催される（４月〜９月）。
APEC（アジア太平洋経済協力）首脳会議が開催される（11 月）。
「横浜市中期 4か年計画 2010 〜 2013」を策定する（12 月）。
「Dance	Dance	Dance	@YOKOHAMA2012」が開催される（７月〜10月）。
人口が370万人を超える（5月）。
第５回	アフリカ開発会議が開催される（６月）。
「横浜市中期4か年計画2014〜 2017」を策定する（12月）。
「第33回全国都市緑化よこはまフェア」開催（３月）
高速横浜環状北線開通（３月）
「横浜市中期4か年計画2018〜 2021」を策定する（10月）。
相鉄線星川駅〜天王町駅間が全線高架化（11月）。
第７回アフリカ開発会議が開催される（8月）。	
横浜でラグビーワールドカップ2019TMが開催される（9月〜11月）。
新港ふ頭客船ターミナル「横浜ハンマーヘッド」がオープンす
る（10 月）。
相鉄線と JR線が相互直通運転を開始（11 月）。
横浜北西線開通（3月）。
８代目市庁舎が完成する（6月）。
「横浜市の持続的な発展に向けた財政ビジョン」を策定する（6月）。
「横浜市中期計画 2022 〜 2025」を策定する（12 月）。
「行政運営の基本方針」を策定する（1月）。
相鉄・東急新横浜線開通（3月）。

　
　
　　 3（１９９１）年

　　 4（１９９２）年
　　 5（１９９３）年

　　 6（１９９４）年

　　 7（１９９５）年
　　 8（１９９６）年

　　 9（１９９７）年

　　１０（１９９８）年

　　１１（１９９９）年

　　１２（２０００）年

　　１３（２００１）年
　　１４（２００２）年

　　１５（２００３）年
　　１６（２００４）年
　　１８（２００６）年

　　２０（２００８）年

　　２1（２００９）年

　　２２（２０１０）年

　　２４（２０１２）年
　　２５（２０１３）年

　　２６（２０１４）年
　　２９（２０１７）年

　　３０（２０１８）年

令和元（２０１９）年

　　 ２（２０２０）年

　　 4（２０２2）年

　　 5（２０２3）年

旭区、緑区、瀬谷区が置かれて合計
14 区となり、1986（昭和 61）年 11 月
には、栄区と泉区が新設され合計
16 区となりました。さらに、1994（平
成６）年 11 月に青葉区と都筑区が誕
生して、計 18 区となり現在に至っ
ています。

■商業貿易都市から工業都市へ

　横浜は、1931（昭和６）年に鶴見川
河口の埋立てが完成して、以降臨海
部の埋立てが進み、京浜工業地帯と
して発展しました。
　開港以来、商業貿易都市として発
展してきましたが、さらに、重化学
工業都市化が急速に進みました。

■横浜への空襲

　1945（昭和 20）年、米軍の空襲は
激しさを増し、横浜も度重なる空襲
により、市街地は焦土と化しました。
特に、５月 29 日の空襲では、死傷者・
行方不明者合わせて 14,157 名、被
災家屋 79,017 戸を出し、市街地の
46 パーセントが被害を受けました。

■戦後復興の遅れ

　1945（昭和 20）年 8 月 15 日の敗戦
により、横浜は連合軍により、港湾
施設の 90 パーセント、市街地の 27
パーセントが接収されました。この
接収により、横浜の基盤整備の回復
は、他都市に比べて、かなり遅れて
しまいました。しかし、1951（昭和
26）年、対日講和条約の調印により
日本は独立を取り戻しました。
　この年 6月 1日、横浜港の管理権
が国から市に移り、さらに 1952（昭
和 27）年には、大さん橋の接収が解
除され、これを契機として横浜の接
収解除は、市民の努力により着々と
実を結んできました。
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順位

初代

２代

３代

４代

５代

６代

７代

８代

９代

１０代

１１代

１２代

１３代

１４代

１５代

１６代

１７代

１８代

１９代

２０代

２１代

２２代

２３代

２４代

２５代

２６代

２７代

２８代

２９代

３０代

３１代

３２代

３３代

就任年月日 退職年月日 氏　　名

明治 23.02.15

29.03.02

35.09.20

39.05.02

43.06.25

大正 02.11.13

7.07.23

11.05.27

14.04.10

昭和 06.02.26

10.07.18

16.02.10

21.11.30

26.04.04

30.04.03

34.02.13

38.04.22

42.04.22

46.04.22

50.04.22

53.03.01

57.04.15

61.04.15

平成 02.02.15

6.04.07

10.04.07

14.04.07

18.04.07

21.08.17

25.08.29

29.08.29

令和 03.08.29

現　　　	在

明治 22.06.18

23.03.03

29.06.03

36.01.09

39.09.28

43.09.10

大正 03.07.24

7.08.26

11.11.29

14.05.07

昭和 06.03.03

10.08.03

16.02.10

22.04.09

26.04.25

30.04.25

34.04.25

38.04.23

42.04.23

46.04.23

50.04.23

53.04.16

57.04.16

61.04.16

平成 02.04.08

6.04.08

10.04.08

14.04.08

18.04.08

21.08.30

25.08.30

29.08.30

令和 03.08.30

増　田　　　知

佐藤　喜左衛門

梅　田　義　信

市　原　盛　宏

三　橋　信　方

荒　川　義太郎

安　藤　謙　介

久保田　政　周

渡　辺　勝三郎

有　吉　忠　一

大　西　一　郎

青　木　周　三

半　井　　　清

石　河　京　市

平　沼　亮　三

平　沼　亮　三

半　井　　　清

飛鳥田　一　雄

飛鳥田　一　雄

飛鳥田　一　雄

飛鳥田　一　雄

細　郷　道　一

細　郷　道　一

細　郷　道　一

高　秀　秀　信

高　秀　秀　信

高　秀　秀　信

中　田　　　宏

中　田　　　宏

林　　　文　子

林　　　文　子

林　　　文　子

山　中　竹　春

■歴代市長

　横浜の人口は、1945（昭和 20）年
には、62 万人に減少しましたが、
1951（昭和 26）年に再び 100 万人台
になり、1962（昭和 37）年 150 万人、
1968（昭和 43）年 200 万人、1974（昭
和 49）年 250 万人をそれぞれ突破し、
1978（昭和 53）年５月に大阪市を抜
いて、東京 23 区に次ぐ全国第２位
の大都市になり、1985（昭和 60）年
12月には、ついに300万人の大台に
乗りました。その後、2002（平成14）
年には、350 万人、2013（平成 25）
年には、370万人となりました。

■市制１００周年を迎える

　1989（平成元）年には、市制 100 周
年を迎え、３月 25 日から 10 月１日
まで（191 日間）「横浜博覧会」が開
催されました。また、６月２日には、
「市政 100 周年・開港 130 周年記念
式典」が盛大に行われました。（市民
と市がともに培った 100 年という意
味から、記念事業については「市制」
ではなく「市政」としました。）

■計画の策定

　横浜市は1973（昭和48）年に、「横
浜市基本構想」（旧）を制定、その
後、「市民力と創造力により新しい
「横浜らしさ」を生み出す都市」を
テーマに掲げた新「横浜市基本構想
（長期ビジョン）」を、2006（平成
18）年に発表しました。この間、総
合計画として、「よこはま21	世紀
プラン」（1981年）、「ゆめはま
2010プラン」（1994年）を策定しま
した。その後、中期計画を2006、
2010、2014、2018、2022年に策定し
ました。
　2022年に策定した中期計画では、
2040年頃の横浜のありたい姿「共に
めざす都市像」を「明日をひらく都
市O P E N×P I O N E E R 	 2 0 4 0	
YOKOHAMA」として描きました。

■人口の急増



14.7% 16.2% 14.3% 13.9% 15.5%

85.2% 83.7% 85.7% 86.0% 84.5%
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横浜の経済

■他都市比較からみた横浜経済

■製造品出荷額等の産業中分類別構成比（令和 3 年経済センサス - 活動調査）

■市内総生産の産業別構成比推移（令和 2 年度横浜市の市民経済計算）

■他都市比較からみた横浜経済
　横浜市は、人口約 377 万人の大都市であり、東京都特別区の約 982 万人に
次ぐ第２位の都市です。
　市内での経済活動によって生み出された付加価値を表す「市内総生産」は
約 14.1 兆円で東京都（全域）の約 109.6 兆円、大阪市の約 19.5 兆円に次いで

第３位、市民の生産した付加価値を
表す「市民総所得」は約 17.2 兆円
で東京都（全域）の約 101.1 兆円に
次ぐ第２位となっています。（出典：
内閣府県民経済計算（平成 23 年度
‐令和２年度）、内閣府 2020 年度国
民経済計算）
　また、「事業所数」は約 11.6 万事
業所で東京都特別区の約 50.4 万事
業所、大阪市の約 17.7 万事業所、
名古屋市の約 11.7 万事業所に次い
で第４位、「従業者数」は約 153 万
人で東京都特別区の約 811 万人、大
阪市の約 231万人に次いで第３位と
なっています。（出典：令和３年経
済センサス‐活動調査）

■横浜市の産業構造の推移
　横浜市の産業は、京浜工業地帯の
一翼を担う製造業を中心として発
展してきましたが、産業構造のサー
ビス化の進展に伴い、近年では、第
３次産業の構成比が 83％から 86％
台で推移しています。一方で製造業
や建設業からなる第２次産業の構
成比は 13％から 16％台で推移して
います。（出典：令和２年度市民経
済計算）

■製造品出荷額等の産業別
構成比

　横浜市の製造品出荷額等の産業
中分類別構成比をみると、石油が
22.8％と最も高く、次いで食料が
16.6％、輸送機が 9.8％となってい
ます。

　石油・食料・輸送機で 49.2％を占
めています。（出典：令和３年経済
センサス‐活動調査）

人　口

〔出典〕 人口…人口推計（総務省及び各都市）（令和６年４月１日現在）
 市内総生産・市内総所得…（内閣府県民経済計算（平成23年度‐令和２年度）、
　　　　　　　　　　　　　　　　  内閣府 2020年度国民経済計算）
 事業所数・従業者数…令和３年（令和３年経済センサス‐活動調査）

市内総生産（R2年度）

3,767,635人
（全国シェア：3.0%）

東京都特別区
（982万人）

横浜市
（377万人）

大阪市
（278万人）

名古屋市
（232万人）

札幌市
（197万人）

14兆631億5,600万円
（全国シェア：2.6%）

  東京都（全域）
（109.6兆円）

名古屋市
（13.4兆円）

横浜市
（14.1兆円）

大阪市
（19.5兆円）

福岡市
（7.4兆円）

市民総所得（R2年度）
17兆1,848億7,600万円
（全国シェア：3.1%）

  東京都（全域）
（101.1兆円）

横浜市
（17.2兆円）

大阪市
（16.0兆円）

名古屋市
（12.8兆円）

川崎市
（7.8兆円）

事業所数（R3年度）
116,479事業所

（全国シェア：2.3%）
東京都特別区
（50.4万事業所）

横浜市
（11.6万事業所）

名古屋市
（11.7万事業所）

大阪市
（17.7万事業所）

福岡市
（7.5万事業所）

従業者数（R3年度）
1,527,783人

（全国シェア：2.6%）
東京都特別区
（811万人）

横浜市
（153万人）

名古屋市
（145万人）

大阪市
（231万人）

福岡市
（92万人）

 １位 ２位 ３位 ４位 ５位

 １位 ２位 ３位 ４位 ５位

 １位 ２位 ３位 ４位 ５位

 １位 ２位 ３位 ４位 ５位

 １位 ２位 ３位 ４位 ５位

石油
22.8％

輸送機 
9.8％

生産用機器
5.4％

金属製品 
3.8%

はん用機器 
5.3%

情報機器
8.7％

他 14 業種 
17.0%化学

3.5％

飲料
3.1％

電気機器 
3.9%

食料
16.6％

平成 28 年度 平成 29 年度

2 次産業 3 次産業

平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年

100％

90％

80％

70％

60％

50％

40％

30％

20％

10％

0％
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３　横浜港を支えるアジア諸国と
の貿易
　国別では、輸出入貨物、輸出
入コンテナ貨物ともに、第１位
は中国で、輸出入貨物量全体の
５割以上をアジア諸国が占めて
います。

■横浜市経済に貢献する横浜港

　横浜港の機能としては、その中心
となる「物流機能」に加え、原材料
が調達しやすく、製品の輸出も容易
であるなどの立地特性を生かした
「生産機能」、さらには港の景観やイ
メージを活用した「観光文化機能」
などがあげられます。
　これらに関わる各産業の地域経済
にもたらす効果は、間接効果も含め
ると所得創出効果、雇用創出効果と
もに、市全体の約３割に関わってい
ます。

■市民の皆さんに
　親しまれている横浜港

　横浜は港とともに発展してきた都
市であり、横浜港は横浜のシンボル
として市民の皆さんから親しまれて
います。
　特に、みなとみらい２１中央地区
の臨港パークから、新港ふ頭客船タ
ーミナル、赤レンガ倉庫、大さん橋
国際客船ターミナル、山下公園に至
るまでの水際線は横浜の顔であり、
いつも多くの市民や観光客で賑わっ
ています。
　また、帆船日本丸・横浜みなと博
物館や、横浜・八景島、横浜ベイサ
イドマリーナなど多彩な施設も充実
し、横浜港は、賑わいのある市民の
皆さんの「みなと」として、さらに
その魅力を増しています。

　横浜港は安政６（1859）年の開港以
来 160 年以上、貿易立国日本の物流
及び生産の拠点として、日本経済の
発展を支えるとともに、都市横浜の
発展にも大きな役割を果たしてきま
した。
　また、横浜港は、賑わいのある市
民の「みなと」として愛され、多く
の市民から「横浜らしさ」の象徴と
して親しまれています。

■日本を代表する国際貿易港

１　日本一の外航船の入港隻数を
誇る
　横浜港の令和 5年の入港隻数は
28,579 隻となり、このうち外航船
は 8,800 隻で日本一となっていま
す。外航船のフルコンテナ船隻数
は、4,679 隻（前年比 11.2 パーセン
ト増）で、外航船隻数の 53.2 パー
セントを占めています。

２　コンテナによる貨物輸送が主流
　海上貨物取扱量は、外貿貨物量
が 7,143 万トン、内貿貨物量が
2,954 万トン、総貨物量が 10,097
万トン（前年比 4.9 パーセント減）
となっています。貿易額は14 兆

9,118 億円で、全国シェア 7.1 パー
セント、港湾では国内第３位です。
　輸出貨物量は、2,950 万トン（前
年比 2.0 パーセント増）となりま
した。品種別では「完成自動車」（構
成比 37.8 パーセント）が第 1位、
続いて「自動車部品」（構成比
14.2 パーセント）となっています。
　輸入貨物量は、4,193 万トン（前
年比10.5パーセント減）となりまし
た。品種別では「LNG（液化天然
ガス）」（構成比14.4 パーセント）
が第1位、続いて「原油」（構成比
11.6パーセント）となっています。
　現在の海上輸送はコンテナによ
る貨物輸送が主流となっています。
完成自動車やガス・石油等の取扱
量の多い横浜港も、輸出では 57.8
パーセント、輸入では 55.7 パー
セントがコンテナ貨物です。
　外貿コンテナ貨物量は、輸入は
前年を下回りましたが、輸出入全
体では、前年比 1.1 パーセントの
増加となっています。コンテナ貨
物の主な品種は、輸出では自動車
部品で、輸入では製造食品や電気
機械、衣服・身廻品・はきものと
なっています。

横浜港

■横浜港の入港船舶、貨物取扱実績　（令和 5 年）
主　要　指　標 単　　位 数　　量 前 年 比
入 港 隻 数
船 舶 総 ト ン 数

隻
千総トン

28,579
288,526

94.2%
108.5%

外 航 船 隻 8,800 106.9%
うちフルコンテナ船
　　　隻				数
　　　総トン数

隻
千総トン

4,679
127,290

111.2%
114.5%

内 航 船 隻 19,779 89.4%

海 上 貨 物 量　 合 計 千トン 100,968 95.1%
外 貿 合 計
　 	 　 輸 出
　 	 　 輸 入

千トン
千トン
千トン

71.426
29.496
41.930

94.2%
102.0%
89.5%

うちコンテナ貨物
　　　合	　計

輸	　出
輸	　入

千トン
千トン
千トン

40,418
17,046
23,371

101.1%
108.9%
96.1%

内　　 	 　 貿 千トン 29,542 97.1%

貿易額※1　     合計 億　円 149,118 99.6%
輸	　出
輸	　入

億　円
億　円

85,213
63,905

103.4%
94.9%

※ 1：普通貿易統計　
注：それぞれの数値は端数処理のため、合計値等が若干合わない場合があります。
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完成自動車
37.8％

その他
15.3％

自動車部品
14.2％

産業機械
10.6％染料等

化学工業品
6.9％

   鋼材
4.1％

製造食品
1.5％

非鉄金属
1.5％

電気機械
2.6％
金属くず
3.0％

ゴム製品
2.5％

家具装備品
3.1％

その他
43.4％

原油
11.6％

LNG
（液化天然ガス）
14.4％

染料等
化学工業品
3.2％

衣服・身廻品・はきもの
3.5％

野菜・果物
3.5％

石炭
4.7％

電気機械
4.5％

産業機械
3.4％

製造食品
4.5％

輸出貨物合計
2,949万5,668トン

輸入貨物合計
4,192万9,862トン

■外国貿易主要品種（令和 5 年）

アメリカ
合衆国
7.8％

台湾
3.9％

その他
41.2％

中国
14.2％

フィリピン
3.5％

タイ
5.1％

オースト
ラリア
7.2％

マレーシア
3.8％

メキシコ
5.8％

ベトナム
3.4％

アラブ首長国連邦
4.2％

アラブ
首長国連邦
2.7％

サウジアラビア
6.0％

中国
21.3％

その他
28.2％

メキシコ
3.1％

インドネシア
2.8％

タイ
4.6％

オーストラリア
15.4％

韓国
3.5％

マレーシア
3.1％

アメリカ
合衆国
9.3％

輸出貨物合計
2,949万5,668トン

輸入貨物合計
4,192万9,862トン

746,129

4.7％

76,196

4.2％

1,688,949

10.7％

171,044

9.5％

1,166,505

7.4％

152,268

8.4％

3,601,583

22.8％

399,508

22.1％

1,460,475

9.3％

157,705

8.7％

5,062,058

32.1％

557,213

30.8％

■外国貿易主要国（令和 5 年）

■横浜港の経済波及効果　（令和４年４月公表）

注：それぞれの数値は端数処理のため、合計値等が若干合わない場合があります。

注：それぞれの数値は端数処理のため、合計値等が若干合わない場合があります。
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